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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論文は、大都市圏における企業立地と企業行動の検討を通じて、多層的かつ多様な側面に着目し
て大都市圏の産業集積の機能を明らかにするものである。とりわけ、巨大企業でも単一事業所のみの
小企業ではない、中堅・中小企業のケーススタディを通じて、「大企業のネットワーク型展開」や「中
小企業の集積型展開」と単純に二分化できない状況を明らかにして、地域経済研究に貢献を試みたも
のである。 
 社会人大学院生として研究をはじめた申請者にとって、「産業空洞化」が懸念される状況下での地
方議会での議論が、本研究の引き金となっている。現代的な現象に注目し、また地元の八尾市を中心
に大阪大都市圏における実態調査に多くを費やしているが、本論文は大都市圏経済の課題と特徴が明
確になるよう、一般性を考慮しつつ組み立てられ、各章において学術的なレビューと分析が行われて
いる。 
第 1 章「産業集積研究の動向と課題」では、産業集積研究のレビューを行っている。東京の大田
区や東大阪市に代表される機械金属関連工業に関する地域経済研究や中小企業研究のアプローチ、ま
たアルフレッド・ウェーバーに代表される古典的な工業立地論などが検討対象になっている。企業の
複数事業所展開をどのように位置づけるのか、を意識してレビューしている点に独自の整理と展開が
みられる。 
第 2 章「大都市圏産業集積の多層性」では、第 1 章でのレビューを踏まえ都市型産業集積の多層
性と多様性に接近している。大阪東部地域のような都市型産業集積は、産業集積の類型論からみれば、
「中小企業の集積型展開」が卓越する「マーシャル型」とみなされがちであった。大阪府立産業開発
研究所の調査などを活用しつつ、大阪東部地域は加工機能を軸に取引連関を通じて大阪北部地域や大
阪北東部地域ともつながりを持つ「多層的入れ子状」の空間形態をなすことを提示した。中小企業研
究において、産業集積の広域化が指摘されてきたが、空間スケールの広域化だけが意識され、等質的
な地域の広がりや機能的な地域間のつながりが明示されてきてはおらず、第 3 章と第 4 章の前段階
の問題設定としても重要な意義を持つ内容となっている。 
第 3 章「中堅・中小企業の複数企業所立地」では、中堅・中小企業の複数事業所展開と地域間分
業について、八尾市に本社を置く四社の企業事例を詳細に検討している。複数事業所を含むネットワ
ーク型展開について研究が蓄積されてきたアセンブラ（最終製品の組立企業）と対比しつつ、サプラ
イヤ（部品製造企業）の立地行動をめぐる視点を整理したうえで、広域的なネットワークを形成しつ
つ大都市圏の産業集積に基盤を置く立地行動を追跡している。特定分野に強みを発揮する競争力を有
した中堅企業にとって、アセンブラとの距離やホームベースたる産業集積の持つ意義を明らかにして
いる。 
第 4 章「電子部品大企業の立地と空間的分業」では、電子部品のサプライヤとして成長を遂げ、
大企業となった H 社の事例を通して立地と空間的分業を検討している。本章の課題についても、ア
センブラとしての巨大企業に関する研究は進みつつも、サプライヤに関する研究は手薄であった。サ
プライヤに着目した研究であっても、自動車産業を中心に特定アセンブラとの関係が深い企業が対象
とされてきた。独立系企業に着目し、経営層への聞き取り調査をもとに、アセンブラとの関係性、生
産規模、生産の柔軟性と距離や空間的分業との絡み合いをひも解き、独自の製品セグメント別の分業
体系の形成と変化を明らかにしている。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は、日本における既存研究の成果の検討を通して、研究関心が十分に払われてこなかった中
堅・中小企業の「広域的」な展開を、第 3 章や第 4 章において具体例に基づきながら詳細に検討さ
れた点に大きな意義がある。申請者が研究を開始したのは、経済活動のグローバル化が進展するなか、
ローカルな産業集積が「再発見」され始めた時期であった。皮肉にも、日本では、都市型工業集積も、
地場産業などが展開する地方産業集積も「縮小」する状況下での、集積の意義の「再発見」であった。
本研究は、「広域的」な展開を追跡することによって、「狭域的」な産業集積の意義も明示され、自治
体論的な視角からの単純な「企業流失」や「空洞化」という把握への批判という重要な政策的示唆を
得ている。既存研究において「ニッチ」となってきた研究対象に実態調査を行い、得られた独自の成
果は大きいものがある。 
ただし、今後に残された課題もある。「ニッチ」としての成果は高く評価できるが、地域経済研究
の方法論とのより深い対話が必要であろう。また、職業キャリアの影響もあり、研究動向を踏まえ独
自性を提示していくという論述の流れにならず、既存成果との共通性を指摘しつつ一般化するという
傾向がみられるところもある。産業集積の機能や地域経済との関わりをより深く理解するためには、
地域労働市場に関する分析とつなげる必要がある。研究成果は政策担当者にも広く読まれるべきもの
があるが、政策へのインプリケーションが系統建てて提示されているわけではない。こうした課題は
残っているが、申請者は今後さらに克服しようとする研究意欲がある。なお、平成 25年 12月 10日
に行われた公聴会での質問に対する申請者の受け答えは的確なものであった。 
以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は博士の学位に十分値する業績であると判断す
る。 
 
